






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































xiv 「第1部 我が国の災害対策の取組の状況等」、『令和2年版 防災白書』（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/
R2_dai1bu1-1.pdf、2020.8.28取得）
xv 社会安全政策については、様々な議論が行われているが、本稿の論点と関係するものとしては、小林良樹（2011）「総
合政策学としての社会安全政策論」、『KEIO SFC JOURNAL Vol.11 No.1』、（https://gakkai.sfc.keio.ac.jp/journal_pdf/
SFCJ11-1-12.pdf、2020.8.28取得）を挙げることができる。小林は、社会安全政策（論）に必要なものとして、「｢主権者
である国民自身が政策の決定と実現に積極的・能動的に関与することを前提とする｣ 理論枠組み」、「政策の実現可能性
を念頭に置きつつ、限られたリソースの中で社会の安全の効果を最大化とすることを目的とした ｢政策の効果とコスト
のバランスの最適化を図るための理論枠組み｣」そして、｢国民が犯罪対策等に関して(上記第二のような)政策決定を行
社会安全政策としての「防災文化力」
― 19 ―
うに当たり必要な情報を国民に提供することを目的とする理論枠組み｣ の3つを挙げている（p.173、同上）。
